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よくわかる投資入門ファンド（日本）

愛称：

運用報告書（全体版）
第17期

（決算日 2017年12月20日）

受益者のみなさまへ

平素は「よくわかる投資入門ファンド（日本）」に

ご投資いただき、厚くお礼申し上げます。

さて、当ファンドは、第17期の決算を行いましたの

で、期中の運用状況につきましてご

報告申し上げます。

今後とも一層のご愛顧を賜ります

よう、お願い申し上げます。

東京都港区虎ノ門三丁目４番７号
http://www.myam.co.jp/

〈運用報告書のお問い合わせ先〉
サポートデスク 0120-565787
（受付時間：営業日の午前9時～午後5時）

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 無期限です。

運 用 方 針
この投資信託は、日本の株式に投資
することにより、信託財産の長期的
な成長を目指して運用を行います。

主要運用対象
わが国の金融商品取引所に上場（こ
れに準ずるものを含みます。）され
ている株式を主要投資対象とします。

組 入 制 限

株式への投資割合には制限を設けま
せん。
外貨建資産への投資割合は、信託財
産の純資産総額の20％以下とします。

分 配 方 針

毎年12月20日（休業日の場合は翌営
業日）に決算を行い、基準価額水準
・市況動向等を勘案して分配金額を
決定します。ただし、分配対象額が
少額の場合は分配を行わないことも
あります。
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の投資信託用語集

投資信託説明書

（目論見書）
も く ろ み し ょ

投資信託の説明書。運用の方法、費用と税金や購入方法等がくわしく説明されています。投資家に必ず交付しなければなら
ない「交付目論見書」と、投資家の請求に基づき交付する「請求目論見書」に分冊化されています。「交付目論見書」を必
ず読んでから投資信託を購入するようにしましょう。

約款
やっかん 投資信託の基本的事項が定められた条項です。投資信託は、約款にもとづいて運用・運営されています。初くんの約款は、

「請求目論見書」の最後に添付してあります。

運用報告書

投資信託がどのように運用され、その結果どうなったかを現在の運用内容と合わせて説明する報告書です。原則として、ファ
ンドの決算毎に作成されます。ただし、決算が年２回以上あるファンドは６カ月毎に作成されます。初くんの場合は、年1
回、決算日（12月20日）毎に作成されます。「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」にニ段階化されています。この
運用報告書は全体版です。

受益権 契約型投資信託における投資信託の権利のことです。

基準価額

投資信託の値段です。投資家のみなさまが投資信託を購入したり売却したりする際に基準となる価額です。その計算方法は
以下の通りです。
まず投資信託に組み入れている株式などをすべて時価評価し、株式の配当金などの収入を加えて資産総額を算出します。そ
こから信託報酬などファンドの運用に必要な費用を差し引いて純資産総額を出し、さらにその日の受益権口数で割ったもの
が基準価額です。

申込手数料 投資信託の購入に際し、販売会社に支払う費用のことです。申込手数料には消費税がかかります。初くんの申込手数料につ
きましては、販売会社にお問い合わせください。

信託報酬 投資信託の運用・管理にかかる費用です。ご投資いただいている信託財産の中から委託会社・販売会社・受託会社などに支
払われます。

監査報酬 投資信託の監査を受けるための費用です。投資信託では、運用・運営が適正に行われているか監査法人の監査を受けること
が義務づけられています。

信託財産 投資家のみなさまから集められたお金は、運用の専門家である委託会社が株式や公社債等を対象に証券・金融市場で運用し
ますが、そのまとまった資金のことです。

収益分配金 運用によって得た収益を投資家のみなさまに分配するものです。ファンドの決算時に支払います。運用の状況によっては、
分配を行わない場合もあります。

ベンチマーク
投資信託が運用の目標とする指標のことです。初くんは、東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）をベンチマークとしています。

ト ピ ッ ク ス

東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）とは、東京証券取引所第1部上場銘柄の時価総額（市場全体の株式を評価した金額の合計）を指
数化したものです。

信託期間 投資信託の運用を行う期間のことです。あらかじめ信託期間が決まっている投資信託もあれば、初くんのように無期限のも
のもあります。無期限のものは、約款で定められた項目に該当する場合に償還されます。

クローズド期間
効率的で計画的な運用をするため、購入後、一定期間は原則として換金（解約）できない期間（これを「クローズド期間」
といいます。）を設けている投資信託があります。期間中は本人の死亡など、極めて限られたケース以外は換金できません。
購入する前に確認してください。なお、初くんではクローズド期間はありませんので、いつでも売却することができます。

償還金 信託期間が決まっている投資信託は、満期になった時点で信託財産をお客様の保有口数に応じて配分します。これを償還金
といいます。

信託財産留保額
信託期間の途中で換金される場合に、投資信託の運用の安定性を高めるのと同時に長期にお持ちになる受益者との公平性を
確保するために信託財産中に留保されるものです。この留保額は基準価額や分配金に反映されます。購入時に徴収するもの
もあります。なお、初くんには、信託財産留保額はありません。
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◎最近５期の運用実績

決 算 期
基 準 価 額

（分配落）
税込み
分配金

期 中
騰落率

東証株価指数（TOPIX）

（ベンチマーク）
期 中
騰落率

株 式
組 入
比 率

純資産
総 額

円 円 ％ ％ ％ 百万円
（第13期）2013年12月20日
（第14期）2014年12月22日
（第15期）2015年12月21日
（第16期）2016年12月20日
（第17期）2017年12月20日

8,843
9,998
10,622
10,834
12,556

0
0

100
0

190

60.1
13.1
7.2
2.0
17.6

1,261.64
1,413.05
1,531.28
1,552.36
1,821.16

50.4
12.0
8.4
1.4
17.3

99.1
98.6
98.6
98.5
98.8

1,230
1,040
912
854
842

（注１）基準価額の騰落率は分配金込みです。
（注２）東証株価指数（TOPIX）は、株式会社東京証券取引所（㈱東京証券取引所）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指

数に関するすべての権利は、㈱東京証券取引所が有しています。なお、本商品は、㈱東京証券取引所により提供、保証又は販売されるもの
ではなく、㈱東京証券取引所は、ファンドの発行又は売買に起因するいかなる損害に対しても、責任を有しません。

◆表の解説
当期以前5期間の決算日毎のファンドの基準価額、分配金、期中
騰落率、ベンチマーク（東証株価指数（ＴＯＰＩＸ））、株式組入比
率、純資産総額を一覧表にしたものです。

◎当期中の基準価額と市況等の推移

年 月 日
基 準 価 額

騰 落 率
東証株価指数（TOPIX）

（ベンチマーク） 騰 落 率
株式組入比率

円 ％ ％ ％
（期首）2016年12月20日

12月末
2017年 1月末

2月末
3月末
4月末
5月末
6月末
7月末
8月末
9月末
10月末
11月末

（期末）2017年12月20日

10,834
10,653
10,705
10,777
10,723
10,863
11,072
11,362
11,411
11,442
11,874
12,613
12,447
12,746

－
△ 1.7
△ 1.2
△ 0.5
△ 1.0
0.3
2.2
4.9
5.3
5.6
9.6
16.4
14.9
17.6

1,552.36
1,518.61
1,521.67
1,535.32
1,512.60
1,531.80
1,568.37
1,611.90
1,618.61
1,617.41
1,674.75
1,765.96
1,792.08
1,821.16

－
△ 2.2
△ 2.0
△ 1.1
△ 2.6
△ 1.3
1.0
3.8
4.3
4.2
7.9
13.8
15.4
17.3

98.5
98.7
98.6
99.5
98.6
98.5
98.6
98.9
98.6
99.4
98.4
98.6
98.9
98.8

（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。

◆表の解説
期中のファンドの基準価額とベンチマーク（東証株価指数
（ＴＯＰＩＸ））と株式組入比率の推移を月末毎に比較した表です。
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◎当期中の運用経過と今後の運用方針（2016年12月21日～2017年12月20日）

１基準価額と収益分配金
（1）基準価額の推移と主な変動要因

基準価額は期首10,834円で始まり期末12,556円で
終わりました。騰落率（分配金込み）は＋17.6％で
した。
基準価額の主な変動要因は以下の通りです。

（上昇要因）
・2017年4月中旬から5月上旬にかけて、フランス大
統領選挙の結果を受けて欧州政治に対する懸念が
後退したことから、国内株式相場が上昇したこと

・9月中旬から期末にかけて、衆議院総選挙で与党
優勢が報道され市場に安心感が広がったことや、
米国の大型減税を組み入れた税制改革への期待か
ら円安米ドル高が進んだこともあり、国内株式相
場が上昇基調で推移したこと

（下落要因）
・3月中旬から4月中旬にかけて、米国政権の政策実
行力に対する懸念や、米国によるシリア、アフガ
ニスタン空爆、および北朝鮮情勢の緊迫化を受け

た投資家のリスク回避の動きから、国内株式相場
が下落したこと

（2）ベンチマークとの差異
基準価額の騰落率（分配金込み）は＋17.6％にな

りました。一方、ベンチマークの騰落率は＋17.3％
となり騰落率の差異は＋0.3％となりました。この
差異に関する主な要因は以下の通りです。

（銘柄選択要因）
・シスメックス（電気機器）、新生銀行（銀行業）、
日本たばこ産業（食料品）などがマイナスに影響
したものの、中外製薬（医薬品）、小松製作所
（機械）、エムスリー（サービス業）などがプラ
スに寄与し、銘柄選択全体としてはプラスに寄与
しました。

（業種配分要因）
・石油・石炭製品や証券、商品先物取引業の保有比
率を低めていたことや建設業の保有比率を高めて
いたこと等がプラスに寄与したものの、電気・ガ
ス業、銀行業の保有比率を高めていたことやその
他製品の保有比率を低めていたこと等がマイナス
に影響し、業種配分全体としてはマイナスに影響
しました。

（その他要因）
・信託報酬など、運用上の費用を計上したことがマ
イナスに影響しました。

（3）収益分配金
・収益分配については、分配対象額の水準、基準価
額水準を勘案し、1万口当たり190円（税込み）の
分配を実施しました。

・収益分配にあてず信託財産内に留保した利益の運
用については、特に制限を設けず、委託者の判断
に基づき、元本部分と同一の運用を行います。
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項　目

当期分配金
　（対基準価額比率）

分配原資の内訳
（単位：円・％、1万口当たり、税引前）

190
1.491
190
－

4,544

当期の収益
当期の収益以外

翌期繰越分配対象額

第17期
（2016年12月21日～ 2017年12月20日）

（注1）対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額
（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率
とは異なります。

（注2）当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算
出しているため合計が当期分配金と一致しない場合が
あります。

２運用経過
運用概況
期首の運用方針を踏まえ、ファンド資産のほぼ全

額を業種分散、流動性等に配慮のうえ日本の株式に
投資しました。東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）をベン
チマークとし、銘柄選定にあたっては、企業を取巻
く経済・社会環境および事業環境の変化に対応して、
今後成長が期待できる産業分野の中から、継続して
成長が期待できる質の高いと判断される銘柄を厳選
の上、中長期的な観点から投資しました。

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

銘柄名 業種 組入比率
新生銀行
日本電信電話
三菱商事
本田技研工業
小松製作所
大成建設
日立製作所
ソフトバンクグループ
花王
ヤマハ発動機

銀行業
情報・通信業
卸売業
輸送用機器
機械
建設業
電気機器
情報・通信業
化学

輸送用機器

4.42%
4.06%
4.02%
4.00%
3.98%
3.84%
3.41%
3.27%
3.03%
2.86%

期首（2016年12月20日）
【組入上位10銘柄】（純資産総額比）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

銘柄名 業種 組入比率
日立製作所
信越化学工業
日本たばこ産業
ソフトバンクグループ
小松製作所
日揮
三菱電機
三越伊勢丹ホールディングス
ヤマハ発動機
ＴＤＫ

電気機器
化学
食料品

情報・通信業
機械
建設業
電気機器
小売業
輸送用機器
電気機器

3.71%
3.61%
3.38%
3.21%
3.13%
3.02%
2.97%
2.92%
2.91%
2.77%

期末（2017年12月20日）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

業種 組入比率
電気機器
輸送用機器
情報・通信業
銀行業
小売業
機械
医薬品
卸売業
化学
陸運業

10.47%
10.14%
9.01%
8.71%
5.70%
5.56%
5.09%
5.05%
4.90%
4.66%

期首（2016年12月20日）
【組入上位10業種】（純資産総額比）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

業種 組入比率
電気機器
化学
輸送用機器
機械
情報・通信業
銀行業
卸売業
小売業
医薬品
サービス業

13.52%
8.02%
7.15%
6.98%
6.29%
6.12%
5.00%
4.83%
4.55%
4.55%

期末（2017年12月20日）



当期の基準価額は、ベンチマークを上回って上昇
しました。期中の銘柄入替えにより、組入上位銘柄
および組入上位業種は上表の通りとなりました。
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３売買状況
当期間における主な売買状況は次の通りです。

買付銘柄
【4063 信越化学工業】
信越化学工業は、世界トップクラスの規模と収益

性を誇る、日本を代表する化学メーカーです。同社
は高い技術力と豊富な資金力に基づいた積極投資と
強い販売力を有しています。米国子会社が手掛ける
塩ビ事業の成長に加え、旺盛な需要が継続している
半導体シリコン事業を中心に成長が見込まれること
から、新規に組み入れました。

【1963 日揮】
日揮は、オイル＆ガス分野、エネルギーインフラ

分野、産業インフラ分野、社会インフラ分野に至る
幅広い分野でプラント・施設を建設している日本を
代表する総合エンジニアリング企業です。世界的な
人口の増加により、液化天然ガス（ＬＮＧ）を中心
とするエネルギー需要はますます拡大すると見られ
ており、ＬＮＧ施設を中心とする大型プラント施設
の建設需要は高まっていく見通しです。2017年3月
期は営業赤字に転落しましたが、マネジメントの交
代を行って事業の立て直しを図り、再度の成長軌道
への回帰が見込まれることから、新規に組み入れま
した。

売却銘柄
【9432 日本電信電話】
日本電信電話は、日本を代表する総合通信企業で

す。光通信事業や通信子会社における利益成長を見
込み保有してきました。ただしこれらの成長は概ね
株価に織り込まれたと判断し、全て売却を行いまし
た。

【8058 三菱商事】
三菱商事は、日本を代表する総合商社です。これ

まで資源価格の低迷から大幅な業績下方修正に迫ら
れましたが、2016年4月に就任した生活産業グルー
プ出身の新社長のもと、資産入替の実行、事業投資
から事業経営へのシフトなど新社長の実行力によっ

て再度の成長軌道への回帰が可能と分析してきまし
た。ただしこれらの構造改革の効果は概ね株価に織
り込まれたと判断し、全て売却を行いました。

４今後の運用方針
ファンド資産のほぼ全額をわが国の株式に投資し、
高い株式組入比率を維持します。
緩やかに世界経済が拡大する中、良好な企業業績

が下支えとなり株式市場は堅調に推移すると予想し
ます。米国の税制改革法案成立に対する期待で株価
が上昇したことから日本株の割安感は薄れており、
一旦反落する可能性もありますが、企業業績自体は
拡大局面にあるため、下落しても短期にとどまると
みています。
運用方針については、弊社アナリストによるボト

ムアップの個別銘柄分析ならびに産業分析により、
東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）に対する超過収益を追
求する運用プロセスを堅持します。中小型株につい
ては、流動性に十分な注意を払い、持続的な利益成
長が期待できる銘柄中心に選別して投資を行います。
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◎1万口当たりの費用明細

◆表の解説
期中にファンドを運用、管理するためにかかった費用の内訳です。

（注１）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算
出した結果です。

（注２）消費税は報告日の税率を採用しています。
（注３）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注４）各比率は1万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目

ごとに小数第３位未満は四捨五入してあります。

金額 比率
項目の概要項　目

当期

円 ％

（2016年12月21日～2017年12月20日）

（ａ）信託報酬

（投信会社）
（販売会社）

（受託会社）

合　　　　計  255  2.252

 1
 （0）
 （0）

（ｃ）その他費用
（監査費用）
（その他）

 0.006
 （0.004）
 （0.001）

 220

 （86）
 （122）

 （12）

 1.944

 （0.756）
 （1.080）

 （0.108）
 34

 （34）

（ｂ）売買委託手数料

（株式）

 0.302

 （0.302）

（ａ）信託報酬＝期中の平均基準価額×期末の信託報酬率
※期中の平均基準価額は11,328円です。

（ｃ）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
信託事務の処理等に要する諸費用、信託財産に関する租税等

（ｂ）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数
料

ファンドの運用、基準価額の算出、法定書類の作成等の対価
購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファン
ドの管理等の対価
ファンド財産の管理、投信会社からの指図の実行等の対価
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◎売買及び取引の状況（2016年12月21日～2017年12月20日）
○株式

買 付 売 付
株 数 金 額 株 数 金 額

国
内

上 場
千株 千円 千株 千円

527
（△238）

792,124
（ －）

587 936,604

（注１）金額は受渡し代金。
（注２）単位未満は切り捨て。
（注３）（ ）内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。

◆表の解説 期中の株式購入額、売却額です。

◎株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
項 目 当 期

（ａ） 期 中 の 株 式 売 買 金 額
（ｂ） 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額
（ｃ） 売 買 高 比 率 （ ａ ）／（ ｂ ）

1,728,729千円
819,161千円
2.11

（注）（ｂ）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。

◆表の解説 株式の売買の頻度を表します。
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◎主要な売買銘柄
○株式

当 期
買 付

銘 柄 株 数 金 額 平均単価
千株 千円 円

りそなホールディングス
三 菱 電 機
信 越 化 学 工 業
マ ツ ダ
三越伊勢丹ホールディングス
ヤ マ ハ 発 動 機
セ ブ ン 銀 行
日 揮
フ ァ ナ ッ ク
東 洋 ゴ ム 工 業

65.6
24.8
2.7
16.1
22
8.4
59.9
13.8
1.1
10.7

41,178
40,756
28,990
26,854
25,587
24,908
24,696
24,688
24,208
23,448

627
1,643
10,737
1,667
1,163
2,965
412

1,789
22,007
2,191

売 付
銘 柄 株 数 金 額 平均単価

千株 千円 円
大 成 建 設
日 本 電 信 電 話
りそなホールディングス
花 王
ヤ マ ハ 発 動 機
三 菱 商 事
マ ツ ダ
フ ァ ナ ッ ク
セ ブ ン 銀 行
本 田 技 研 工 業

36.6
7

61.7
4.9
10.8
13.4
16.1
1.1
59.9
6.2

40,347
37,044
35,055
32,618
32,294
30,719
24,297
23,997
22,892
21,628

1,102
5,292
568

6,656
2,990
2,292
1,509
21,816
382

3,488
（注）金額は受渡し代金。

◆表の解説 株式の銘柄別売買金額の上位10銘柄です。

◎利害関係人との取引状況等（2016年12月21日～2017年12月20日）
期中の利害関係人との取引はございません。

（注）利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。

◆用語の解説
利害関係人とは「投資信託及び投資法人に関する法律」において
規定されている用語で、「当該投資信託委託会社の総株主の議決
権の過半数を保有していることその他の当該投資信託委託会社と
密接な関係を有する者として政令で定める者」を指し、具体的に
は運用会社の親会社、子会社、株主などをいいます。
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◎組入資産明細表
○国内株式
上場株式

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額
千株 千株 千円

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額
千株 千株 千円

（ 0.8％）水産・農林業
サ カ タ の タ ネ

（ 3.5％）建 設 業
大 成 建 設
熊 谷 組
日 揮

（ 3.5％）食 料 品
アサヒグループホールディングス
キリンホールディングス
日 本 た ば こ 産 業
ケンコーマヨネーズ

（ 1.4％）繊 維 製 品
グ ン ゼ
東 レ

（ 8.1％）化 学
住 友 化 学
ラ サ 工 業
日 本 曹 達
信 越 化 学 工 業
保 土 谷 化 学 工 業
日 本 触 媒
ア イ カ 工 業
花 王
ミ ル ボ ン

（ 4.6％）医 薬 品
中 外 製 薬
第 一 三 共
大塚ホールディングス
ペ プ チ ド リ ー ム

（ 1.6％）石油・石炭製品
昭 和 シ ェ ル 石 油
ＪＸＴＧホールディングス

（ 2.5％）ゴ ム 製 品
東 洋 ゴ ム 工 業

（ 0.5％）ガラス・土石製品
太 平 洋 セ メ ン ト
Ｔ Ｏ Ｔ Ｏ
日 本 碍 子

（ 0.9％）鉄 鋼
新 日 鐵 住 金

日 立 金 属
（ 0.2％）非 鉄 金 属

ＤＯＷＡホールディングス
（ －％）金 属 製 品

三和ホールディングス
（ 7.1％）機 械

デ ィ ス コ
Ｓ Ｍ Ｃ
小 松 製 作 所
澁 谷 工 業
タ ダ ノ
ホ シ ザ キ

（13.7％）電 気 機 器
日 立 製 作 所
三 菱 電 機
ルネサスエレクトロニクス
ア ン リ ツ
ソ ニ ー
Ｔ Ｄ Ｋ
ア ル プ ス 電 気
Ｔ Ｏ Ａ
横 河 電 機
シ ス メ ッ ク ス
フェローテックホールディングス
カ シ オ 計 算 機
ロ ー ム
村 田 製 作 所

（ 7.2％）輸 送 用 機 器
デ ン ソ ー
い す ゞ 自 動 車
ア イ シ ン 精 機
本 田 技 研 工 業
ヤ マ ハ 発 動 機

（ 1.9％）精 密 機 器
テ ル モ
朝 日 イ ン テ ッ ク
ニ プ ロ

（ 1.6％）そ の 他 製 品
タ カ ラ ト ミ ー
任 天 堂

1.4

39
14
－

1
6

6.2
－

－
8

－
－
－
－
0.6
1.1
1.5
4.6
0.3

3.3
5.2
3.9
－

7.3
－

－

45
0.9
－

－

2.6

－

15.8

0.3
0.2
12.7
－
－
0.4

45
－
5.2
－
3.2
－
－
1.9
5

2.8
－
－
1.3
0.4

2.6
3

1.9
9.7
9.1

－
0.7
－

0.7
－

1.6

－
1.2
12.3

－
－
7.7
0.2

0.8
6.5

28
0.8
3

2.6
－
－
0.2
1.2
－

2.9
－
3.3
1.3

－
19.2

8.9

－
－
1.9

2.5

－

0.4

－

－
0.5
6.6
0.3
4.6
－

35
13.4
14.9
3.7
－
2.6
1.1
－
－
－
1.5
2.2
－
－

－
3.4
2.5
3.5
6.7

1.6
－
4.9

－
0.2

6,264

－
3,720
25,424

－
－

28,490
765

4,952
7,059

23,072
1,757
2,217
30,446

－
－
825

9,276
－

16,878
－

16,476
4,966

－
13,560

21,048

－
－

4,028

7,050

－

1,802

－

－
23,015
26,373
1,326
8,137
－

31,248
25,064
18,908
4,551
－

23,322
3,707
－
－
－

3,519
3,577
－
－

－
6,393
15,725
13,615
24,488

8,464
－

7,742

－
8,430
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銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額
千株 千株 千円

銘 柄
期 首 当 期 末
株 数 株 数 評 価 額
千株 千株 千円

岡 村 製 作 所
（ 1.9％）電気・ガス業

東 北 電 力
イ ー レ ッ ク ス
メ タ ウ ォ ー タ ー

（ 2.7％）陸 運 業
東 日 本 旅 客 鉄 道
南 海 電 気 鉄 道
山 九

（ 1.2％）海 運 業
商 船 三 井

（ 1.1％）空 運 業
日 本 航 空

（ 6.4％）情報・通信業
新日鉄住金ソリューションズ
インターネットイニシアティブ
マ ク ロ ミ ル
日本テレビホールディングス
日 本 電 信 電 話
エヌ・ティ・ティ・データ
ソフトバンクグループ

（ 5.1％）卸 売 業
シ ー ク ス
伊 藤 忠 商 事
日立ハイテクノロジーズ
三 菱 商 事
西本Ｗｉｓｍｅｔｔａｃホールディングス
ミスミグループ本社

（ 4.9％）小 売 業
サ ン エ ー
三越伊勢丹ホールディングス
セブン＆アイ・ホールディングス
クスリのアオキホールディングス
Ｌ Ｉ Ｘ Ｉ Ｌ ビ バ
良 品 計 画
ユニー・ファミリーマートホールディングス
し ま む ら
丸 井 グ ル ー プ
イ ズ ミ

（ 6.2％）銀 行 業
新 生 銀 行
りそなホールディングス
三井住友フィナンシャルグループ

ス ル ガ 銀 行
（ 0.5％）証券、商品先物取引業

Ｆ Ｐ Ｇ
東海東京フィナンシャル・ホールディングス

（ 1.2％）保 険 業
ＳＯＭＰＯホールディングス
アニコム ホールディングス

（ 2.1％）その他金融業
あ ん し ん 保 証
ア イ フ ル
オ リ ッ ク ス

（ 3.0％）不 動 産 業
ヒ ュ ー リ ッ ク
飯田グループホールディングス
タ カ ラ レ ー ベ ン

（ 4.6％）サ ー ビ ス 業
日本Ｍ＆Ａセンター
綜 合 警 備 保 障
ツ ク イ
エ ム ス リ ー
アウトソーシング
ラ ウ ン ド ワ ン
リゾートトラスト
ベネッセホールディングス

合
計

株 数 ・ 金 額
銘 柄 数〈比 率〉

－

8.2
1.4
1.5

1.6
24
12

42

1.8

－
3.3
－
4.1
7
－
3.5

1.3
－
－

13.4
－
1.9

0.8
－
3.2
0.6
－
0.2
－
0.6
5.5
0.6

186
－
4.4

6

－
6.3

1.1
1.5

2.5
44.7
3.9

2.6
－
4.8

－
－
5.9
1

0.9
－
2.6
1.4

687
77

3.4

8.2
－
1.3

－
5.3
1.6

2.8

2

1.6
－
1.6
－
－

12.6
3

1.6
4.3
1.6
－
0.5
4.9

－
18
－
－
1.1
－
1.3
－
－
0.5

11.8
3.9
4.4

1.6

3.2
－

0.9
1.6

1.3
44.3
－

1.6
11.1
－

0.7
0.8
－
4.9
－
2.6
2.1
－

389
76

5,178

11,775
－

3,636

－
14,877
7,728

10,248

8,870

4,848
－

4,267
－
－

16,884
27,033

7,648
8,703
7,640
－

1,975
16,145

－
24,606

－
－

2,109
－

10,439
－
－

3,505

23,116
2,638
21,876

3,937

4,310
－

4,001
5,680

529
17,321

－

2,051
23,310

－

3,759
4,944
－

19,183
－

5,171
5,260
－

832,892
〈98.8％〉

（注１）銘柄欄の（ ）内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。
（注２）評価額欄の〈 〉内は、純資産総額に対する評価額の比率。
（注３）評価額の単位未満は切り捨て。
（注４）－印は組み入れなし。

◆表の解説 ファンドが保有している期首の株数お
よび期末の株数・評価額を記載しております。



－11－

初くん_12

よくわかる投資入門ファンド（日本）

◎投資信託財産の構成 2017年12月20日現在

項 目
当 期 末

評 価 額 比 率
千円 ％

株 式
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他
投 資 信 託 財 産 総 額

832,892
32,797
865,689

96.2
3.8

100.0
（注）評価額の単位未満は切り捨て。

◆表の解説
決算期末にファンドが保有している株式やコール・ローン等の各
財産の構成です。

◎資産、負債、元本及び基準価額の状況
2017年12月20日現在

項 目 当 期 末
円

（Ａ）資 産

コ ー ル ・ ロ ー ン 等

株 式（評価額）

未 収 配 当 金

（Ｂ）負 債

未 払 収 益 分 配 金

未 払 解 約 金

未 払 信 託 報 酬

そ の 他 未 払 費 用

（Ｃ）純 資 産 総 額（ Ａ － Ｂ ）

元 本

次 期 繰 越 損 益 金

（Ｄ）受 益 権 総 口 数

１万口当たり基準価額（Ｃ/Ｄ）

865,689,315

32,777,005

832,892,310

20,000

23,083,817

12,750,637

2,201,027

8,113,315

18,838

842,605,498

671,086,176

171,519,322

671,086,176口

12,556円

◆個別項目の説明

ファンドの財産にあたる金額。（以下３項目の合計）

株式を購入した残りの運用資金。

購入した株式を当期末時点の株価で計算した金額。

入金される予定の株式配当金。

将来、支払わなければならない金額。（以下４項目の合計）

支払い予定の収益分配金。

受益者に支払い予定の解約代金。

委託会社、受託会社、販売会社に支払い予定の信託報酬。

監査法人（公認会計士）に支払い予定の監査報酬。

ファンド全体（資産から負債を差し引いた）の時価金額。

受益者から預かった金額のうち、1口1円の元本部分の残高。

ファンド全体の時価金額と元本残高との差額。（翌期に繰越す合計額）

すべての受益者が所有している口数の合計。

ファンドの時価（値段）。
（注１）当ファンドの期首元本額は788,485,738円、期中追加設定元本額は7,436,178円、期中一部解約元本額は124,835,740円です。
（注２）1口当たり純資産額は1.2556円です。
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◎損益の状況
自 2016年12月21日
至 2017年12月20日

項 目 当 期
円

（Ａ）配 当 等 収 益

受 取 配 当 金

そ の 他 収 益 金

（Ｂ）有 価 証 券 売 買 損 益

売 買 益

売 買 損

（Ｃ）信 託 報 酬 等

（Ｄ）当期損益金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

（Ｅ）前 期 繰 越 損 益 金

（Ｆ）追 加 信 託 差 損 益 金

（ 配 当 等 相 当 額 ）

（ 売 買 損 益 相 当 額 ）

（Ｇ）計（ Ｄ ＋ Ｅ ＋ Ｆ ）

（Ｈ）収 益 分 配 金

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ）

追 加 信 託 差 損 益 金

（ 配 当 等 相 当 額 ）

（ 売 買 損 益 相 当 額 ）

分 配 準 備 積 立 金

15,025,658

15,009,198

16,460

129,124,150

172,675,608

△ 43,551,458

△ 16,213,248

127,936,560

161,916,900

△105,583,501

（ 27,844,200）

（△133,427,701）

184,269,959

△ 12,750,637

171,519,322

△105,583,501

（ 27,844,200）

（△133,427,701）

277,102,823

◆個別項目の説明

ファンドの収入。

持っている株式に対してその会社から、割当られた配当金額。

株式を売却した時の損益合計金額に、持っている株式の購
入金額と当日の株価との差額（評価損益）を加えた金額。

信託銀行、委託会社、販売会社に支払う信託報酬にその他の経費を加えた金額。

期中の収支。

前期分の繰越損益金から当期中の解約で発生する取り崩し分を控除した金額。

受益者がファンドに払込んだ金額と当初の元本（1口1円）
金額の差額。

収益分配前の期中収支の総合計。

期中の分配原資（分配できる金額）の中から、受益者に支払われる金額。

受益者に分配金を支払った後の翌期に繰越す合計額。
（以下２項目の合計）

（注１）損益の状況の中で（Ｂ）有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。
（注２）損益の状況の中で（Ｃ）信託報酬等には信託報酬等に対する消費税等相当額を含めて表示しています。
（注３）損益の状況の中で（Ｆ）追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。
（注４）計算期間末における費用控除後の配当等収益（13,336,238円）、費用控除後の有価証券等損益額（114,600,322円）、信託約款に規定する収益

調整金（27,844,200円）および分配準備積立金（161,916,900円）より分配対象収益は317,697,660円（10,000口当たり4,734円）であり、うち
12,750,637円（10,000口当たり190円）を分配金額としております。
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◎収益分配金のお知らせ
１万口当たりの分配金（税込み） 190円

※分配金をお支払いする場合
分配金は、決算日から起算して5営業日までにお支払いを開始しております。

※分配金を再投資する場合
お手取り分配金は、決算日現在の基準価額に基づいてみなさまの口座に繰入れて再投資いたしました。

課税上の取扱いについて

○分配金は、分配後の基準価額と個々の受益者の個別元本との差により、普通分配金と元本払戻金（特別分配金）に分
かれます。分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は全額普通分配金となります。また、分配後の基準
価額が個別元本を下回る場合は、下回る部分に相当する金額が元本払戻金（特別分配金）、残りの部分が普通分配金
となります。

○元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金
（特別分配金）を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。

○課税上の取扱いの詳細については、税務署等にお問い合わせください。
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